













（ 続紙 １ ）                             
























































































































（続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
中国では、資金需要の大きさに照らして、担保に関する法制度の整備が遅れてい
る状況にある。そのようななかで、本論文は、企業の資金調達に大きな威力を発揮
しうる債権を利用した担保につき、中国法の現状とその問題点を明らかにしたうえ
で、あるべき法制を検討しようとするものである。 
本論文は、中国における債権質権制度が抱える問題点を幅広く具体的に指摘して
おり、それらの指摘はいずれも首肯しうるものである。また、債権という担保の目
的の特性を十分に意識しないまま不動産または動産を目的とする担保（物上担保）
と同様の発想から債権質権制度が構築されていることがそれらの問題点の根源にあ
るという分析、従来の学説も同様の発想を免れていないため有用な立法提案がされ
るに至っていないという分析が、日本法との比較法的考察も通して、実証的におこ
なわれている。さらに、この分析から、中国においてあるべき債権質権制度を検討
する際には債権の特性の適切な考慮を基本的視点に据えるべきであるという本論文
の根幹をなす主張が提示されており、そこには十分な説得力がある。 
 本論文は、その指摘する現行法上の問題点のすべてに対して、意欲的に改善策を
提示するものともなっている。ただ、それらの改善策については、ありうる一つの
考え方という域を出ないものが少なくない。また、本論文は、登記を備えなければ
効力を生じない債権質権のほかに、当事者の合意のみによって効力を生ずる債権譲
渡を担保の目的ですること（債権譲渡担保）を認める可能性について検討していな
い。これは、公示されない担保を認めることによる法的不安定は避けるべきである
という考えによるもののようであるが、物上担保における発想に引きずられたもの
といわざるをえない。これをはじめとして、債権を利用した担保の制度の再構築に
あたって債権の特性を適切に考慮すべきであるとする本論文の根幹的主張が徹底さ
れていない面が散見されることは否めない。 
とはいえ、本論文のこういった弱点は、中国の現行法制度とそれに関する学説が
抱える問題点の根深さを反映するものであるように思われる。本論文による現行中
国法および学説の問題点の広範で的確な指摘、その問題点の根源の鋭い分析、そこ
から引き出された制度整備の基本的視点の提示は、中国において今後担保の充実を
はかる際の基本的な方向性を適切に示すものとなっており、上記の根深い問題点を
克服するにあたっての基礎になりうるものと評価することができる。 
よって、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものと認められる。 
また、平成２７年８月６日に調査委員３名が論文内容とそれに関連した試問を
行った結果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公
表に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
 
 
 
